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資料５



第１章 手引き作成の背景

１

あらゆる関係者が協働して行う「流域治水」
資料：国土強靭化年次計画2021 （国土強靭化推進本部）

〇 近年、時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加しており、気候変動の影響による水害の更なる頻発・
激甚化が懸念される中、営農しながら取り組むことができ、地域の防災・減災に貢献する「田んぼダム」の取組が注目
されています。

○ 国土強靭化年次計画2021では、気候変動の影響による降雨量の増加等に対応するため「流域治水」を推進するとし、
「田んぼダム」は各水系の「流域治水プロジェクト」に位置付けられています。

○ 土地改良長期計画においても、あらゆる関係者が流域全体で行う協働の取組である「流域治水」を推進していくこと
が重要であるとし、「田んぼダム」について、現状の取組面積（約４万ha）の約３倍以上とすることを目標として設定して
います。



第１章 手引きの目的

〇 「田んぼダム」の取組を始める際には、「田んぼダム」の効果、農作物の収量や品質への影響、取組に必要な労力な
どの情報を農業者、地域住民、行政機関、土地改良区等の農業関係機関、防災関係機関等の全ての関係者で共有
することが重要です。

〇 その上で、関係者間で相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるといった過程を経ることにより、関係者相
互の理解を深め、繋がりを強め、地域全体の協働による継続的な取組を実現することができます。

〇 本手引きは、「田んぼダム」の取組を導入し、継続的に実施する上で、地域における話し合いの基礎となる情報や基
本的な考え方をとりまとめ、「田んぼダム」の取組に携わる全ての関係者の参考となることを目的として策定しました。

○ また、策定に当たっては、「田んぼダム」に係る学識経験者、実務経験者、研究機関、国土交通省（オブザーバー）か
らなる「水田の持つ雨水貯留機能の活用に向けた検討会」における議論・意見を踏まえ、農林水産省がとりまとめまし
た。

２

水田の持つ雨水貯留機能の活用に向けた検討会

＜検討会委員 (五十音順) ＞

桐 博英 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究部門 水利工学研究領域長

斎藤 貴視 北海道岩見沢市農政部 農業基盤整備課長

椿 一雅 一般社団法人農村振興センターみつけ 事務局長

中村 公人 国立大学法人京都大学大学院 農学研究科地域環境科学専攻 教授

吉川 夏樹 国立大学法人新潟大学大学院 自然科学研究科環境科学専攻 教授

渡邉 紹裕 国立大学法人熊本大学 くまもと水循環・減災研究教育センター 特任教授

＜オブザーバー (五十音順) ＞

朝田 将 国土交通省水管理・国土保全局河川計画課 河川計画調整室長

大沼 克弘 国立研究開発法人土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター 上席研究員

竹下 哲也 国土交通省国土技術政策総合研究所 河川研究部 水循環研究室長

＜検討経緯 ＞

第１回検討会：令和３年９月28日 第２回検討会：令和３年12月23日 第３回検討会：令和４年２月14日 第４回検討会：令和４年３月28日
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